吉野町コミュニティバス・スクールバス等運行業務　業務の概要（案）
１．委託業務名

吉野町コミュニティバス・スクールバス運行業務

２．業務の目的

吉野町民の日常生活における町内での移動手段を確保するためにコミュニティバスを運行するとともに、町内の小学校・中学校へのスクールバスを運行する。
３．業務内容
次に示す[業務１]、[業務２]、[業務３]の各項に記された内容に従い、コミュニティバスやスクールバス、乗合タクシーの運行ならびにそれに付帯する業務を行う。なお、一つの事業者が受託できる業務の数に制限はない。
[業務１]
(1)　吉野町内におけるコミュニティバスの運行

29人～46人乗り程度のバス車両を用いて、吉野町内におけるコミュニティバスを運行する。なお、使用する車両は吉野町から貸与する。
①　路線・経路

・別紙1-1のとおり。

②　運行日

・毎日。ただし、年末年始（12月31日～１月３日）は除く。

③　ダイヤ

・別紙1-2のとおり。

④　事業の形態

・道路運送法第78条等に示された「市町村有償運送」により行う。

(2)　吉野町内におけるスクールバスの運行

29人～46人乗り程度のバス車両を用いて、吉野町内におけるスクールバスを運行する。なお、使用する車両は吉野町から貸与する。
①　路線・経路

・別紙1-3のとおり。

②　運行日

・吉野町教育委員会が定めた日とする。

③　ダイヤ

・別紙1-4のとおり。

④　事業の形態

・吉野町教育委員会によるスクールバスとして運行する。
(3)　運行に付帯する業務

①　コミュニティバス運賃の収受、保管および吉野町への引き渡し
②　コミュニティバス・スクールバス車両の点検整備・管理

③　運転者の確保および指導教育・管理（接遇及びサービス）

④　コミュニティバス利用者数の把握（毎日・全便、バス停ごとの乗車人数・降車人数）および所定様式による報告
[業務２]
(1)　吉野町内におけるコミュニティバスの運行

10人乗りの普通乗用車または15人乗りのマイクロバスを用いて、吉野町内におけるコミュニティバスを運行する。なお、使用する車両は吉野町から貸与する。
①　路線・経路

・別紙2-1のとおり。

②　運行日

・毎日。ただし、年末年始（12月31日～１月３日）は除く。

③　ダイヤ

・別紙2-2のとおり。

④　事業の形態

・道路運送法第78条等に示された「市町村有償運送」により行う。

(2)　吉野町内におけるスクールバスの運行

10人乗りの普通乗用車または15人乗りのマイクロバスを用いて、吉野町内におけるスクールバスを運行する。なお、使用する車両は吉野町から貸与する。
①　路線・経路

・別紙2-3のとおり。

②　運行日

・吉野町教育委員会が定めた日とする。

③　ダイヤ

・別紙2-4のとおり。

④　事業の形態

・吉野町教育委員会によるスクールバスとして運行する。
(3)　運行に付帯する業務

①　コミュニティバス運賃の収受、保管および吉野町への引き渡し
②　コミュニティバス・スクールバス車両の点検整備・管理

③　運転者の確保および指導教育・管理（接遇及びサービス）

④　コミュニティバス利用者数の把握（毎日・全便、バス停ごとの乗車人数・降車人数）および所定様式による報告
[業務３]
(1)　吉野町内における乗合タクシーの運行

５人乗りの小型乗用車または10人乗りの普通乗用車を用いて、吉野町内における乗合タクシーを運行する。なお、運行事業者の所有する車両を用いて運行する。
①　路線・経路

・別紙3-1のとおり。

②　運行日

・平日および土曜日。ただし、年末年始（12月31日～１月３日）は除く。

③　ダイヤ

・別紙3-2のとおり。なお、全便デマンド方式（事前予約制）により行う。

④　事業の形態

・道路運送法第４条に示された「一般乗合旅客自動車運送事業」により行う。

(2)　運行に付帯する業務

①　運転者の確保および指導教育・管理（接遇及びサービス）

②　乗合タクシー利用者数の把握（毎日、運行した便のバス停ごとの乗車人数・降車人数）および所定様式による報告
③　乗合タクシー事業の実施に必要な車両、車庫、事務所の確保

④　道路運送法による一般乗合旅客自動車運送事業に関する諸手続

４．契約方法

プロポーザル方式で特定された最優秀事業者と随意契約により、本業務委託契約を締結する。

契約金額は、企画提案書（様式－3）に示された運行経費の見積額から、次に示す収入等を控除した金額とする。

①　乗合タクシー事業の運送収入（[業務３]について）
②　乗合タクシー事業に関連する運送外収入（[業務３]について）
③　国や県から交付される補助金（[業務３]について、直接運行事業者に交付されるもの）
５．業務実施期間および契約期間

業務実施期間は、平成31年4月1日から平成32年3月31日までとする。
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